
一42一

日米天然資源会議(UJNR)海底地質専門部会

第4回

日米合同会議および関連会議の出席報告

盛谷智之(海洋地質部)

1.まえがき

1977年10月米国西海岸において日米天然資源会議

����楴�却慴�慮�慰慮��敲�捥潮

theDeve1opmentandUti1izationo壬Natura1Resour-

ces)の海底地質専門部会第4回目来合同会議(10月21目

メンロパｰク)および海洋資源工学調整委員会第6回目

来合同会議(10月20目ロザンゼノレス)カミ開催された.

また同時期に米国の海洋工学協会･電気電子学会海洋工

学委員会共催のオｰシャン'77の会議および展示会(10月

17-19目ロザンゼノレス)も開催された.筆者は10月

17目から29目まで米国に出張し上記のUJNRの2会

議およびオｰシャン'77に出席･参加するとともにモン

テレｰ半島への地質見学やワシントン近郊のバｰジニア

州レストンにある米国地質調査所本部の視察を行った.

ここではとりあえず各会議の概要を報告し米国地質調

査所本部の視察結果とくに新庁舎の様子や海洋地質分

野を中心とする最近の研究活動についての報告は別の機

会にゆずることにしたい.祖おUJNRの沿革･組織

については以前に紹介してあるのでそれを参照していた

だきたい(盛谷智之:UJNR海底地質専門部会第3回目来合

同部会に出席して地質ニュｰスNo.246p.38-421975).

2.UJNR海底地質専門部会第4回目来

合同会議

2.1.概要

今回の会議は1974年9月米国西海岸で開催された第

3回会議から3年ぶりに実現した.その間本専門部

会の日米の主対症機関である日米の両地質調査所の海洋

地質の研究活動がとくに従来遅れていた日本側でも本

格化したことから相互協力の基盤がようやく整ってき

たといえる.会議の出席者は米側は多彩な顔ぶれの

委員･顧問･オブザｰバｰからなる9名目本側は委員

は1名だけであったが在外研究者として滞米中の地質

調査所職員3名がオブザｰバｰとして加わり全体では

13名におよび盛会であった.会議の内容も技術情報

の交換に加え従来なかった米側研究者の日本側調査航

海への参加の実現へと進んだ合意など地味ながら今後

の協力の発展につながる有益な成果が得られた.

2.2.合同会議の議事内容

期目:1977年10月21目(金)09:30-16100.

場所:米国地質調査所(USGS)太平洋北極海海洋地質課会

議室カリフォノkニア州メンロパｰク.

日本側出席者:

盛谷智之

三村弘二

衣笠善博

伊藤久男

幹事委員

オブザｰ

〃

〃

地質調査所海洋地質部主任研究官

同上地質部主任研究官

(在USGS)

同上環境地質部主任研究官

(在USGS)

同上地殻熱部技官(在スタンフォｰ

ド大学)

米国側出席者:

ParkeD.SNAY肌Y,Jr.

FエankF.H.WANG

Da∀idW.Sc肌L

HenryBE冊YH工LL

THE0D0RET.SUMIDム

������

�睡��奉一

JohnM畑冊

�献�慮���刀

部会長米国地質調査所太平洋北

極海海洋地質課

委員ESCAP東アジア西太平

洋域沿海鉱物資源共同探

査調整委員会(CCOP)

事務局長代理

委員

委員

事務局

幹事

顧問

オブザ

オブザ

ｰバｰ

オブザ

ｰノミｰ

米国地質調査所太平洋北

極海海洋地質課長

同上大西洋メキシコ湾

海洋地質課

同上メンロバｰク地域

センタｰ

オレゴン州立大学海洋学

部長

米国科学財団(NSF)

ディスカッション･リｰ

ダｰ

米国地質調査所メン目パ

ｰク地域センタｰ

同上太平洋北極海海洋

地質課

議事

(1)開会と歓迎の挨拶:a)SNAv皿Yb)盛谷(答礼)

(2)米国および日本側の出席委員と客の紹介

(3)議事次第の承認

(4)会議議長の選出:主催米側部会長のSNA平皿Yを選出

(5)海底地質専門部会の部会員変更の報告

(6)技術報告一最近の太平洋海盆の研究計画を中心として

a)米国地質調査所の北東部太平洋の海洋地質研究計画の

概要(ScH0LL)

b)米国地質調査所のメキシコ湾の研究計画の概要

(BERRY互ILL)

c)全米科学財団(NSF)の国際海洋研究10年計画(IDO�
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(CCOP)の活動(WANG)

e)日本地質調査所の海洋地質研究活動の現状(盛谷)

f)環太平洋マッププ目ジェクトの現状報告(MAH胴)

今後の海洋地質の協力活動についての討議

次の第5回目来合同会議の開催について

2.3.各報告･討議の内容

(1)部会員変更の報告

a)米国側:顧問のDr,MasonL.HILL(コンサノレタン

ト石油地質学者)とDr.LewisαWEEKs(LewG.

WeeksAssociation,Ltd.)の2氏カミ辞任.

b)日本側:部会長が岡野武雄(企画室長)から礒見博海

洋地質部長へと交代した.その他若干の委員の交代

と新規委嘱があった.〔なお本会議後1977年11月1

目付の地質調査所人事異動により海洋地質部長か礒見

博から大町北一郎へと変わったのにともない部会長

には大町北一郎新部長カミ就任した〕.

(2)技術報告

a)米国地質調査所の北東部太平洋の

海洋地質研究計画の概要(ScH0LL)

現在プロジェクトの数は45あり毛のうち23が資源

と環境の評価の責任をはたすための研究10がトピック

的研究そして12が支援サｰビス的研究である.資源

と環境評価の研究は大陸縁辺域を中心に石油ガス

固体鉱物砂利などの資源の鉱区権賦与パイプライン

布設のような土地利用の認可などの管理面へのデｰタの

提供を目標としている.さらに大洋域については従

来現所長のMcK肌YEYが世界の海底鉱物資源図を作成

(!970年)後何らの貢献も荏かったが鉱業会社カミ採

鉱を希望する際の許可評価の責務に応じられるようにし

たいと思っている.しかし商務省と内務省のどちら

がこれを担当するかという問題はある.現在1年1航

海を他の連邦機関と協力してこの分野で実施している.

なお大陸縁辺域における資源と環境の両研究チｰムは分

かれているカミうまく組織調整されてやっている.例

えばアラスカでは2つの船が1調査期間に一緒に仕事を

している亜トピック的研究は規模は小さいが将来への

シｰズ(種)としてきわめて重視している.例えば深

海曳行探査装置を凌たべ一パｰワｰクの段階だカミジェ

ット推進研究所と連携してやっているなどである.

現在太平洋北極海海洋地質課の人員は6-7月の最

多時に270人位である.調査船は従来からあったLee

号(208フィｰト1,297トン)の他に中型遠洋調査船

SeaSOunder号(179フィｰト666トン)と小型沿岸環

境調査船のKar1uk号が加わっている.

研究予算は5.0百万ドル(12億5千万円)一船の運航費

を含み給料は除く額一でありそのうち70%カミUSGSで

写真1米国地質調査所の調査船SeaSounder号(666トン)

他の30%は他の連邦機関からくる.任務は与えられて

も金は与えられないという悩みはある.

b)米国地質調査所のメキシコ湾の研究計画

の概要(BER肛亘ILL)

大西洋メキシコ湾海洋地質課のテキサスコルパクス

リスティ分室が担当している.当分室の職員数は42人

で科学者7人(海洋地質地球化学地球物理の各専

門家)と支援部門35人からなっている.研究対象域は

河口大陸棚大陸斜面上部に限りそれより外側は含

まない｡地質過程環境基準の研究として微量金属

の運搬堆積物の循環移動過去115年間の年代測定

など行っている.とくにメキシコ湾全沿岸の堆積物塊

の海側への移動様式を明らかにしている.その他パイ

プライン地質災害危険性高解像断面作成アｰツ写

真による懸濁物の研究などがある.地図シリｰズとし

てカリブ海の一環であるメキシコ湾の構造図堆積図

などを作成している.調査船はすべてリｰス(賃貸借

契約)でまかなう主義である.そのリｰス料はハワイ

大学のカナキア号(170フィｰト研究者12人収容)だと

70目で97,000ドノレ(2,425万円35万円/ユ目)のようで

ある.

⑫)全米科学財団(NS亙)の亙皿O廻計画とくに

S廻ATRAの概要(DATIN)

NSFのIDOE計画は生物物理地質地球物理

などの諸分野にわたるが大規模で学際的そして国

際的であり多くの研究機関が参加するものをとりあげ

ている.また質の良いものであることが要求される.

目標は4-5-6年で完成することにしている.新し

い関連する問題か生じ｡ても1年位の延長で切る.社会

的経済的に有益であるものが選ばれる.例えば海底

評価計画(SeabedAssessmentProgra皿s)関連のもの

はそれである.

FAMOUS計画は海底拡大軸そのものに潜って調べて�
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みたいという科学者の欲求を具体化したもので米仏が

協力して両国の潜水船を使って1974年からやっている.

1978年には仏の潜水調査船1979年には米国調査船の

A1vin号が予定されている.

新しいものとしては海洋堆積過程の研究を環境評

価でなく成因分布などの解明をめざしてとりあげた

CENOP(CenozoicPa1eooceanographyProject)を

1977年から4年計画ではじめている.

マンガン団塊については最初の計画は1972年からや

ったが成因の解明など核心にせまる成果がなく進展

がみられなかったのでグルｰプにレビュｰさせた.

何が必要であるかなど反省検討した結果海底状況の

正確な情報が欠けていることカミ大きな原因だとされ新

しいBotto㎜OceanMonitor(BOM)装置を作成し

新規計画としてとりあげることにしている.1～2年

間定期的に海底サンプリングをし5～6年を目標6

つの調査域を予定している.

SEATAR(StudiesoftheEastAsiαnTectonicsana

Resources)計画は東南アジア地域の発展途上国に役

立つであろうその地域の地質構造図の作成を目的とし

｡COP/IDOEの協力のもと行うように1973年のバン

コクの会議で勧告されたものである.陸上の補完研究

として海域をやりそれをNSFが資金援助(100万ドル)

することになった.海域調査はこれまで4つの横断区

間について実施された.1974年か1976年のSEATAR

計画第1期は既存の地質地質構造のデｰタの編集総

合と一連の地図の作成に重点がおかれこれらの図は

1978年にGSAから出版される予定である.地図の種

類は水深図堆積物層原図コア図構造図磁気図

重力団熱流量図である.

a)東アジア西太平洋域沿海鉱物資源共同探査調整委員会

(CCOR)の活動(WANG)

メンバｰ国は11あり最近はミクロネシア地域も含む

ようになってきている･次期(1979-1981年)の予算

は80万ドル/年である.1973年には調査船の寄付が

CCOPに申込まれたがメンバｰ国では運航できないので

そのままになっている.

研究活動では日本も大きく貢献している.研究集会

は地質構造と鉱物資源について!973年にバンコクで開催

した｡次は“炭化水素資源の回収の方法論"そして

“海成燐灰土"などが考えられている.海成燐灰土に

ついては世界の主要な科学者の意見は闘いてある.他

の機関が共催してくれることを望む(このテｰマについ

てはDAYINから優先度カミ低いのではないかと指摘があ

った).

(粧お盛谷からCCOPの今後の進むべき方向につい

て質問W畑GからUNDP(基金援助をしているOPEC

の意向)は現在利用可能な大陸棚地域を強調しているカミ

CCOPは資源のほか科学的問題を含むことが承認されて

いる.たえずメンバｰ国と話し合って進めるとの回

答があった).

e)日本地質調査所の海洋地質研究活動の現状(盛谷)

i)説明に先立って日本全体の当分野g活動状況あ

るいは総括的成果を示すため準備した次の諸参考資料を

関係者に配布した.

①MarineGeo1ogyDepartment,GSJ:Statuso壬the

MarineGeo1oま｡a1ActivitiesoftheGeo1ogicalSurvey

潦��渮

②IN0UE,瓦nadH0Mム,且:Geolo虫｡alandGeophysica1

ResearchCmisesaroundJapanin1976and1977一

写真2

ボナベンチャｰホテノレ

ロサンゼルスでひときわ目

立つ建築物である.オｰ

シャン'77とUJNR海洋

工学調整委員会第6回目米

合同会議がここで開催され

た.

｢二写真3

海洋工学調整委員会の会議の様子ボナベンチャｰホテルの集

会室サンタバｰバラ(各室は地名を付けて呼ばれている)�
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Mar三neGeo1og1ca1Activityo{GeologicalSu岬eyo壬

��渮

③MI囲mo,A.andMoRITANI,T.:Basic艮esearchPro-

gra皿｡nDeepSeaMineralResourcesbytheGeo1o-

gica1SurveyofJapan･

④M0RIT州I,T.:BriefReportontheR/VHakurei-

MamGH7上1CmisefortheCent工a1Paci丘｡Basin･

⑤ProgrammeofGeologicalandGeophysicalResearch

�畩�批����剥�慴捨�条�穡瑩潮��楳��

1977.(井上英二委員編集).

⑥HydrographicDepartment,MaritimeSafetyAgency:

PresentSituationofSeaBottomSu工veyActi∀ities

inJapan.(水路部提供).

⑰Is亘IwムDA,Y.andO眺wA,K.:Petro1eumGeo1ogyof

○丑shoreAreasaroundtheJapaneseIs1ands｡(石和田

靖章顧問からSNAv肌Y,W州Gへ).

⑧O眺wム,K.anaSUY畑ム,J.:DistributionofAero㎜祉

gneticAno皿a1ies,Hokkido,Jap肌anditsGeo1ogic

I㎜plicatiO皿(陶山淳二地殻熱部長提供米側部会へ).

⑨地質調査所のクルｰズレポｰトNo.1～7および海洋地質

図No.1～&(セットを米側部会へ).

ii)1974年に白嶺丸が就航海洋地質部カミ設置されて

から3年たち海洋地質研究活動は拡大活発化してき

た.研究プロジェクトには“日本周辺大陸棚･斜面の

研究"(第1期1974年一1978年)“深海底鉱物資源に

関する基礎的研究"(第1期1974年一1978年)“沿岸

域底質の環境研究"(第1期!974年一1976年;第2期

1977年～)および“海底砂利資源の探査"(1975年～)

カミある.前の2つは白嶺丸を使用後の2つは傭船に

よっている.また最後のものは小規模である.国際

協力の面でも研修生の船上実習の実施国際研究計画

研究集会への参加などで貢献している.研究の成果は

クルｰズレポｰト海洋地質図のシリｰズとしてまた

各種の雑誌の論文などとして公表している.

f)環太平洋マップ･プロジェクトの現状報告(MムH囲)

環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議は第2回会議を19

78年7月30目～8月4目ホノルルで開催することを決

定している.論文はすべて招待メンバｰから構成され

る.また･組織の1部門として研修コｰス(堆積作用

ランドサット地すべり)の設置が決定された.当会

議の事業の1つであるマｰプ･プロジェクトは作業が進

行中である.地形図(20ドノレ)と基図(6ドル)はす

でに出版済である.北東クオドランドの地質原図ばす

でにでき上りAAPGから出版の予定である.

(3)今後の海洋地質の協力活動についての討議

a)第2回環太平洋エネルギｰ鉱物資源会議(1978年7月30

日一8月4日ホノルル)への寄与

部会として協賛団体となること個人メンバｰ･レベ

ノレでの鴇力を惜まないことが確認された.

b)西部太平洋海盆のプレｰトテクトニクスの共同研究

Sc旦｡皿から米国とソ連の間では両国間の科学協定

にもとづきアリュｰシャンから米国西海岸にかけ共同

研究計画がある.このように米国と日本の間でも例

えばその西方延長の日本列島にかけ政府一政府間の共

同研究を長期的には検討しなければならないと思うとの

提案カミあった.これについてDAY瓜からこの種の

計画にはNSFとしては何処をとり上げても良いまた

参考までにマンガン団塊についての仏CNEXOと米国

との共同研究はうまくいか癒かったというコメントが

あった.B冊胴からは政府の船を使わなければ研究

者の共同研究が容易であるように思う.しかし政府間

で決められたものは実行出来るということであり研究

の必要狂ものはとり上げていくべきだとの発言があった.

写輿4オｰシャン'77会議のテｰマ別小会議1こおける発表風景(ポ

ナペンチャｰホテルの集会室の1つ)

写真5オｰシャン'77展示会場の様子(ボナベンチヤｰホテル)�
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WムNGからは酉太平洋海域についてはミクロネシア

議会から調査の要請があると述べられた.盛谷からは

地調としては白嶺丸が本来の目的のプロジェクトで運航

計画ががっちり決っておりその点からすぐ共同研究と

いうのは困難だろうただしもし近い海域で同時期に両

者の調査が一致するなどすれぱ可能性があるかもしれな

い相互乗船の形がより容易であろういずれにせよは

っきりしたことはいえないという旨を述べた.この

件は将来の検対事項として残された形となった.

c)その他の共同研究計画

目本側から日本の地質調査所では太平洋のマンガン

団塊の研究を従来行ってきており最近米国地質調査所

においても太平洋域の資源評価に関連してそれが開始

されているのでマンガン団塊の研究を協力テｰマとし

てとり上げたいと提案し了解された.

&)米側および日本側の若い地球科学研究者の交換

上記のことに関連して日本側から1978年度の白嶺丸

マンガン航海に米国側から1名すでに希望表示のあっ

た米国地質調査所の地球化学研究者Dr.D.X.PIP団を

受け入れる用意があることを表明米国側はこれを感謝

しまた米国側でも同様にどのプロジェクトヘでも日本

側から受入れることができると述べた.また交換の際

の費用は送り出し側の負担であることを確認した.

(3)次の第5回日米合同会議の開催について

順番として日本側に招待すること1978年秋東京開催

予定とすることを確認した.

3.WJN蕊海洋資源工学調整委員会第6回

目来合同会議

3.1.概要

海洋資源工学調査委員会(MRECC,MarineResour･

cesand-EngineeringCoordinatingCOmmittee)は

UJNR傘下の海洋関係専門部会の調整を行うため設けら

れた組織で合同会議は従来大体2年ごとに日本と米国

において交互に開催されてきた.またその時期は日

本では海洋開発会議米国では海洋工学協会(MTS)総

会に合わせて関係者が集まりやすく関連専門部会の

合同会議の併催も可能であるよう考慮されている.今

回の会議は1977年10月17目から19目ロザンゼノレスで開

かれたオｰシャン'77の会議および展示会に合わせ20

目に同じ会場で開催されまた前述の海底地質専門部会

の合同会議カミそれに関連して併催されたわけである.

従来米国で開催されるMRECCの合同会議では米国

側は何分にも広い国で各専門部会間の事前打合せが不

足して合同会議が国内会議的様相を呈する場合が多い

と指摘されてきた.今回はそういった極端狂傾向は表

われなかったが各専門部会報告の冒頭に日本側では

MRECCのメンバｰとは考えていなかった水産増養殖部

会の報告が米国側からありやはりおやおやという感じ･

をもつことがあった.しかし日本側から問いただし

たところあとで述べるように米国側のUJNRの組織

上の事情に起因するものであることが説明されあらた

めて国際協力が互いに組織制度のちがうもののつき合

いでありその点の認識と理解が必要荏ことを考えさせ

られた.しかし会議は日本側の出席者の数も米国側か

ら感謝されるほど一応そろい討議も積極的活発であ

り互いに認識を深めることカミでき今後の協力の発展

にとって大変有意義であったといえよう.

3.21期日･場所･出席者

期日:1977年10月20目(木)10:0ト17:30

場所:回サンゼルスホナベンチャｰホテノレ集会室サンタ

バｰバラ

目本側出病者:

島田仁MRECC目本側委員長

科学技術庁研究調整局海洋開発課長

桜井健二郎海洋電子技術･通信専門部会長

電子技術総合研究所電波電子部長

広田豊彦海底鉱物資源専門部会長

公害資源研究所資源第4部長

盛谷智之海底地質専門部会幹事委員

地質調査所海洋地質部主任研究官

伊藤訓行オブザｰバｰ

在ロサンゼルス目本国総領事館領事

加藤大典オブザｰバｰ

電子技術総合研究所主任研究官

森田昭三オブザｰバｰ

JETROロサンゼルス事務所

米国側出席者:

StevenN.ANA跳sIoNMRECC米国側委員長

NOAA海洋工学部長

JamesW.MI皿ER潜水技術専門部会長

NOAA有人潜水科学技術部次長

Wi11iamM.NIc肌soN海洋構造物専門都会長

NOAA海洋技術部準部長

������

ParkeD,SNAv肌Y,Jr.

TheoaoreT.SU皿IDA

RobertD.W五LD肚N

海底鉱物資源専門部会長

NOAA海底鉱物部

海底地質専門部会長

米国地質調査所太平洋北極海海洋

地質課

海底地質専門部会幹事

米国地質調査所

水産増養殖部会長代理

NOAA海洋研究助成部準部長�
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McCムLL

H酬RYS.ANDERs0N

Mrs.AliceK肌LY肌N

通訳:野村

MRECC事務局貴代理

乏�

オブザｰバｰ

NOAAデｰタブイ都

オブザｰバｰ

国務省海洋科学技術部

オブザｰバｰ

NOAAロサンゼルス地方気象観

測所

3.3.議事内容

(1)開会挨拶と議長選出

A脳sTAs工0Nから歓迎と開会の挨拶があり日本側か

ら伊藤領事が答礼島田課長が挨拶を行った.そのな

かで日本側からは日本側MRECC委員長は従来科

学技術庁研究調整局長であったが今後は海洋開発課長

が担当することになった旨を報告了解を得た.恒例

により主催者側の委員長であるANムsTAsI0Nカミ議長をつ

とめることにし議事に入った.

(2)日米両国の情勢報告

a)米国の現況(AN且sTAsI0N)

海洋は米国の国益上重要事項として再認識されてきた.

海洋に関する諸調査を十分に行いその情報にもとづい

て現在また将来おこる各種の問題を解決すべきである.

具体的な問題としては最大の課題であるエネルギｰの

海洋分野における位置づけ鉱物資源開発では経済の安

定化を目標にしたオフショアの探査海洋環境の保護に

関する監視技術海水中の資源含有物ブイ･人工衛星

の利用船舶用機器技術計測標準化大気一海洋相互

作用気象とその長期予報と社会への影響海洋から得

られる食糧増養確などがある.政府の海に対する

関心はきわめて強く海洋に対する努力として研究活

動テクノロジｰアセスメント沿岸開発と管理などを

打っている.大統領が商務長官に対しStuayofNa-

tionWiaeOceanPo1icyandPエ｡gramの提出を求めて

おり報告書は年内に提出されその数ヵ月後に新しい

強力な政策が出されるであろう.

b)日本の現状(島岡)

1970年代は海洋開発ブｰムであったが海洋産業は育

たず実質はともなってない.米国ほど誇れるものがな

いのが実情である.国連海洋法会議の進展新しい海

洋秩序の確立に向け日本も7月に200マイル経済水域

を設定しそれにつれ日本政府としても海洋への関心が

再び高まってきた.総理大臣の諮間機関の海洋開発籍

議会に対して21世紀における海洋開発のビジョン中

期開発計画とそれにいたる方策それをバックアップす

る科学技術の開発の目標と方策について諮問する.

政府の来年度予算要求は5割増にしたいと思っているが

不況で政府の財政がこれを許すかどうかが問題である.

日本の海洋産業は国内より海外向が増加している傾向

がある.この状況が変わり国内の海洋開発が進むよう

われわれは種々の施策を立てているのが現状である.

(3)水産増養殖専門部会の血児遡CCへの編入について

当専門部部会はMRECCに属してない(オブザｰバ

ｰ的立場)と理解していた日本側からS亘｡w部会長代

理のWIm皿州の報告があったことへの質問に対し米

国側から次のような事情説明カミあった.

従来UJNRのゴｰディネｰタをしていたSLAT醐(内

務省)が2年前国務省に内務省と彼が職務を継続できな

いと通告その後仕瑛分担について長い議論があった

が商務省農務省と国務省赫最終的には次のようにす

ることに合意した.部会を海洋と非海洋の2つに分け

海洋の担当を商務省(ゴｰディネｰタ;ANAsTムsI0N)

非海洋の担当を農務省(ゴｰディネｰタ;B酬JAMIN)と

し両者が共同コｰディネｰタｰとしてUJNRを運営

する海洋はMRECC関係部会と水産増殖部会とする

ということである.このため米国側としては当部会を

MRECCに含めるのが最も好都合であるので人事カミ関

係して連絡が遅れて申し訳けなかったがこのようにし

てもらいたい.

これに対して日本側(島岡)よりこの組織変更はUJ

NR全体の問題であるとともに水産増殖部会の問題で

もあるので帰国後関係者と話し合いの上返答したい.

島囲個人の意見としてはまったく問題が狂いと思うと述

べられた.

(4)海洋エネルギｰ専門部会の新設について

海洋電子通信専門部会の報告の中で海洋エネノレギｰ

に関する協力を行うことになっているかなかなかその

体制カミ整わないと述べられたのに関連して島田課長か

ら海洋エネルギｰ専門部会の新設が提案された.これ

に対して米国側から日米エネルギｰ協定カミ成立したと

きUJNRのエネルギｰ関係の部会はそちらに移り海

洋も太陽エネルギｰのなかに含められたとの説明があっ

た.話し合いの結果UJNRの協力方式は非常に弾力

的なので現在エネルギｰ協定の枠内で海洋エネルギｰ

が具体的にとり上げられてい粗いのならUJNRの方で

まずとり上げて具体的な段階になったらエネルギｰ協定

に移すという形で貢献できるのではないかとというこ

とに恋ゆ次の本会議に双方のこの問題に関する検討緕�
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果を提出する方向か確認された.

(5)海洋環境観測･予報専門都会の廃止について

本分野では多国間協力の体制が確立されており2国

間協力は重複的であることを主な理由に従来から問題

となっていたが日米の両部会の廃止の意志を確認そ

れに同意し双方がそれぞれ部会長に｢もし今後必要で

あると日米双方が合意したらMlRECCに部会を復活す

る｣と伝えることとして上部の本会議での廃止決定に

まつことになった.

(6)情報交換りストの作成について

本件は前の第5同会議で日本側から提案され検討事項

.とねっていたものである.その後海洋構造物専門部会

が1974～75年の2年間についてモデルを作成しその経

験にもとづいて米国側から

@リストを作成する努力が褐られる結果に比較して大きく

とくに過去にさかのぼることは労多すぎる.

⑮一MRECCの合同会議のレポｰトに専門部会報告として今

後のせるのが良いのではないか､

同して1979年目本で300m潜水実験を実施する計画で

ある.

b)海洋電子技術および通信専門部会

2年聞米国側部会長が代理であり活動が停滞したが

今岡適任のRIN蝸NBAcK氏(NOAA)が就任したので今

後活動を活発にしたい.これに関連し日本側は部会

長副部会長幹事委員の執行体制でうまく活動してお

りこれは有効癒のでなるべくどの部会でもこの方式を

とることが望ましいと指摘された.計測標準化の重要

性が高まってきたので今後協力を推進したい.この部

会は横断的に技術をとらえているので各部会との協力

が大切である.

c)海洋構造物専門部会

この部会は民間の専門家をメンバｰに加えて非常に活

発に活動している.他の部会もこのよう溶やり方によ

って協力を強化していくことを考えるべきではないか.

この場合技術の所有権の問題に入りこま粗いようにすべ

きである.

と意見が述べられた.

これに対して日本側は次のような提案を行った.

@MRECCの各部会は相互に関連しており各情報交換の

内容を知ることに意味粧ある.

⑮時期的にあまり遅れては意味が薄れる.

@従って日本側で海洋科学技術センタｰに情報を集め年2

回情報交換リストを作成する体制を'とることとした.

①これを1978年1月以降実施したい1

⑨このため来年以降米国側から日本に送られる資料はすべて

2部としてほしい.

⑦日本側委員はこちらから米国側に送付する資料および

米国側から送付された資料のいずれも1部を海洋科学技術

センタｰ情報室に送付する､

センタｰは年2回リストを作成しメンバｰに送付す

るという内容である.この提案が了承され1978年

度から実施されることになった.なお資料の範弼につ

いては単荏る連絡の手紙は対象とならないことは勿論

だがそれ以上の判断は日本側の各専門部会の判断にま

かされることとなった.

(7)その他各尊門部会の報告で特徴的事項

a)潜水技術専門部会

海洋科学技術センタｰの松田源彦氏が部会長になって

部会活動は軌道に乗ってきた.海洋科学技術センタｰ

ハワイ大学荏バッファロｰニュｰヨｰク州立大学は共

d)海陸鉱物資源専門部会

米国では1973年に海底鉱物技術センタｰが閉鎖されて

以来研究者の活動が活発でなかったが最近の国連海洋

法会議担当大使の国会公聴会での証言でもわかるように

この分野への関心が高まっているので今後米国の研究

者を日本に派遣することも可能になるだろう.液おこ

の分野でも産業界の所有権の問題にふれる可能性がある

がそれには立入らない領域で協力すべきだとされた.

e)海底調査専門部会

当部会の日米合同会議が丁度東京で開催されるため

米国側関係者がそれに出席のため不在でありA肌s阯

富IONが代読した.従来の活動は地図作成のためのデｰ

タに関するものが主であったが今後は構造物地質

海底鉱物粗どの部会と関連を強め分野を拡げることが必

要だと考えている.これに関してANムsTムsIoNから重

複のないよう調整してやってほしいと指摘があった.

f)海廣地質専門部会

米国側から報告されこの2年間活動カミ停滞したか

原因は国内外の旅費不思に加えて米側部会メンバｰが

エネルギｰプログラムに高い優先度を置き協力のため

の長期的な活動カミできないことにあったと述べられた.

また今後はプレｰトテクトニクスとマンガン団塊の地球

化学もとり上げたいと述べた.日本側からの補昆報告�
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として部会長･幹事委員の交替と相互乗船で日本側

にも受入可能性カミ生まれたことそして資金の不足は共

通の問題であり検討してほしいことを述べた.

9)水産増養殖専門部会

合同会議開催の5ヵ年計画をたてて各年ごとに主テｰ

マを定めるといったしっかりした方針をもっている.

この方式は他の部会でもとりあげる価値があろう.

(8)次の第7回日米合同会議の開催について

日本側から1978年9月に東京で開かれる第5回国際海

洋開発会議および展示会の前後に東京で開催することを

提案した.これに対し米国側から従来2年ごとに開

いているが1978年9月では1年足らずの間隔で短かすぎ

る.しかし国際海洋開発会議は2年ごとなのでこの

際一度合わぜておけばその後はその1つ置きに同時開

催できるようになる.米国の会計年度は10月に始まる

ので9月は予算的に苦しい時期だとの発言カミあった.

今後各部会の動きをみて合同会議を開くだけの内

容があるかどうか検討の上決定することに怒った.

4.オｰシャン'77会議および展示会

4.1.概要

この会議と展示会は1977年10月17目(月)一19目(水)

ロサンゼルスのボナベンチャｰ･ホテノレで米国海洋工

学協会(MTS,MarineTechno1ogySociety)と米国電

気電子学会(IEEE,InstituteofE1ectrica1anaE1ec仁

ronicsEngeneers)海洋工学委員会の共催で開かれた.

従来はM1TSが単独で毎年開催してきたがIEEEと共

催になってからオｰシャン'75(サンディエゴ)オｰ

シャン'76(ワシントン)に次いで3回目のものであった.

米国にはもう1つこの種のものでは世界最大規模で毎年

ヒュｰストンで開かれる海洋開発技術会議(OTC,O乱

shoreTechno1ogyConference)があるがOTCが海

底石油を中心とする産業技術に重点カミ置かれるのに対し

MTSは管理法制度政策教育注どの分野を含み

学術的色彩がより強い.

これは海洋工学協会(MTS)の性格を反映している.

この協会は1963年に創立され科学と技術を海洋の研

究と利用に応用することに従事している.それは海洋

活動の物理学的･生物学的側面だけでなく制度･環境

および社会的側面をも包括している.主導的な海洋指

向の国際的団体としてその会員と役員は著名な科学者

工学者経済学者法律学者および関心のある一般人を

含んでいる.協会を通じて彼らは沿岸域管理海洋

法海洋鉱物とエネルギｰ資源海難救助海洋環境保

護および世界の海洋の経済的可能性のよう桂重要な

国家的および技術的問題についての情報を交換し彼ら

の活動を調整している.協会は会誌であるMa工ine

Techno1ogySocietyJouna1(年6回)とMTSNews-

1etter(年6回)のほか単行本会議論文集も出版して

いる.協会はまたそれぞれの主導者から狂る21の専

門委員会を後援している.

組織委員長のSimonR脳0氏は彼の挨拶文で今回

のオｰシャン'77の意義･目的を次のように述べている.

｢技術の拡大は世界的な海洋政策の再評価をよぎなくさ

せている.政策決定者と技術者による賢明な決定に対

して可能性･費用･報酬と利益および解決さるべき

協力の問題について共通の理解があることカミ重要である.

急速に成熟しつつある新技術は海洋の資源を研究･開発.

し海洋の境界域と深部を占有しそして多くの現象を

測定するわれわれの能力を増加させる.発展する技術

はこの技術の利用とその目的とする資源をわれわれが

管理し裁決できるよう保証するために幅広く平行し

た教育面での進歩を必要とする.このためオｰシャン

'77は“進歩する技術とその国家政策と教育への影響を

討議し学ぶ国際会議"と性格付けすることを選んだ.

したカミって会議のテｰマ別小会議の範囲を拡張し法律

･国家政策･教育を含めそして技術･教育･法律の各

分野間での討論の場の提供することとした.われわれ

の目的は海洋の合理的な開発に関係するさまざまな学間

の間での新しい啓発的な協力を達成するのに役立つこ

とである……｣.

会議は40あまりのテｰマ別小会議からなり200近い

提出論文があり文字通り海における人間活動の広範な

面をもうらしていた.冒頭の小会議“海洋法の新しい

展望"には国連海洋法会議のアメラシンゲ議長(スリ

ランカ)や同会議米国代表のリチャｰドソン国連大使も

出席した.参加者も相当の数にのぼったようにみうけ

られた.とくに教育を含めてからMTSの会員数が急

増しているという話であった.また展示会には100社

をこえる出品があった.広範な分野を含むこのような

学際的学会が成立し発展しつつあることに米国にお

ける海洋関係の層の厚さを感じるとともに海洋関連産

業がすでに確立されたものとなっているその底力をあら

ためて考えさせられた.発表論文のすべてを紹介する

ことは紙面の制約からも筆者カミカバｰできた範囲の限界

からも困難なので小会議のテｰマ(スケジュｰル)と

筆者が主としてきいた海底鉱物資源関係の各発表論文と

要点を以下にあげておきたい.

なお次回のオｰシャン'78の会議と展示会はMTS

とIEEEの共催で1978年9月6目～8目ワシントン�
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D℃.のシェラトンパｰク･ホテルで予定されている.

4.2.各小会議のテｰマ(スケジュｰル1頃)

①海洋法の新しい展望;②ブイ方式;③海洋調査

のためのマイクロプロセッサｰ;④ポスタｰによる発

表;⑤太平洋コミュニティの海洋政策;⑥幼稚園か

ら14学年までの教育計画:特定の海洋研究への環境的自

覚;⑦潜水船1;⑧浮留式産業複合施設;⑨人工

衛星写真のデｰタ取得処理および利用度;⑩海洋に

おける水中音響学の応用;⑪継続的教育:技術改善と

教育向上の非伝統的方法;⑫潜水艦皿;⑬港湾管理

;⑭人工衛星写真の応用;⑮水中音響学n;⑯沿

岸水域への人間活動の影響;⑰潜水技術と操作;⑱

水中光学I;⑲教育と人的資源;⑳ポスタｰによる

発表;⑳国家管轄権の範囲;⑳大学の海洋研究計画

;⑱海洋生物相への環境の影響;⑳ケｰブルとコネ

クタｰ;⑳自動化計測技術;⑳深海底採鉱計画の現

状;⑳海洋の人材の技術研修;⑱タンカｰ管理;⑳

ケｰブルコネクタｰ;⑳計測機器技術の信頼性向上へ

の最近の努力;⑳分配信号処理;⑳海洋資源の生存

に適した利用の評価と予測;⑱海の水質;⑳水中光

学方式;⑳ポスタｰによる発表;⑱海底鉱業;⑰

企業の海洋教育人材計画;⑱航行および操縦方式;

⑱生物学的計測の機器技術;⑳海底石油開発の環境

的側面;⑳海洋熱エネルギｰの転換;⑫商業の教育

人材計画:教育とサｰビス;⑬船の運航の安全問題;

⑭国際海洋研究10年計画;⑱海底石油技術;⑯水

流計デｰタの現位置での確認.

4.3.海底鉱物資源とくにマンガン団塊関連の発

表論文の要点

(1)深海底採鉱計画の現状小会議26番

却慴畳潦�数��湍楮楮材�杲��

8)ケネコット銅会社における深海底採鉱計画の現状

Sta伽softheDeepOceanMiningProgra㎜atKen-

����灰敲��慮礬������

b)ディｰプシｰ･ベンチャｰズ社における

深海底採鉱計画の現状(取消し)

StαtusoftheDeepOceanMiningProgran1atDeep

��������

c)米国海洋大気庁海洋鉱物部における

深海底採鉱計画の現状

StatusoftheDeepOcenMiningProgra㎜atthe

○筋｡eofMarineMinerals,NOAA,AmorL,Lム胴

勧告にもとづく研究を行っており第1期は環境･採

鉱第2期は運搬第3期は精錬廃物処理の各テｰ

マを計画している.

a)オｰシャン･マネジメント社における

深海底採鉱計画の現状

却慴畳潦����捥慮��湧偲�牡��捥慮

Management,Inc.,JohnL-S亙｡w

オｰシャン･マネジメント社は1975年にINCO杜

(ニッケルメｰカｰ)SEDCO杜(石油掘削業)AMR

(西独国内4杜連合)DOMCO(日本深海鉱業一住友

系を中心とした連合体)の4者による合弁会社として組

織されマンガン団塊の採鉱テストなどを計画している.

e)ロッキｰド･ミサイル･アンド･スペｰス社における深

海陸採鉱計画の現状

却慴畳潦����捥慮��湧偲�牡����

heedMissilesandSpaceCo皿pany,ConradG.

W肌LING

ロッキｰド社は1976-77年にAmocoMinera1s(ス

タンダｰド･オイル･オブ･インディアナ社の子会社)

Bi11itonIntemationa1Meta1(ロイヤノレ･ダッチ･セル

社の子会社)およびBosKa1isWest狐i皿isteエGroup

xv杜(オランダの海洋土木会社)と結び今後マン

ガン団塊の採鉱精錬のための深海採鉱システムの開発

と運営を進める計画であることが述べられた.

もっとも早くからマンガン団塊の問題にとり組んでい

るグルｰプでありスライドによってその開発研究の具

体例が紹介された.探査方式ではブリｰフォｰノレサン

プラｰを10マイルに7個投入し回収にはヘリコプタｰ

を使用する.採鉱についてはサシディェゴにテスト施

'設をもち精錬についてはマサチュｰセッツにテストブ

ラントをもちそれぞれ実験･研究を行っている｡

(2)深海底鉱業(国家政策)小会議36番

�数�慢���湧�畢�捐�楣�

毘)海洋法会議の交渉における政策の選択

���佰瑩潮��������杯瑩慴楯測

RobeエtB.K㎜醐醐(Nossaman,Kmegeエ&Marsh)�
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b)米国にとっての深海底鉱物の戦略的重要性

TheStrategicImportanceo壬DeapseaMineralsto

�敕���������猨售�却�����

U･S･スチｰノレ社はDeepseaVenturesグノレｰプ=

OceanM二iningAssociationの一員でありそれを背景

にした発言であった.すなわちマンガン団塊中のす

べての金属を抽出利用することを目的とする.とくに

マンガン鉱石を米国はほとんど輸入に依存し2,000年

以後当てにできるのは南ア連邦のみと予測され供給源

の安定という面から海洋資源にアクセスするのは経

済的戦略的にきわめて重要だと強調した.また鉱

区を申請している6万km2については完全に探査してあ

ると述べた.

c)海底鉱業に対する法律制定

��猱慴楯���慢���湧��浯��啅�一

���������

すでに海底監視装置(B･ttomOce･nMOnitOr)が海底に

数ヵ月配備されデｰタを得つつあるがBottomLand･r

はもう1つの重点開発装置とみられる.これは3つの

基底実験箱で時間一系列の本試料を集め分析し酸素と

pHも測定する.操作はマイクロコンピュｰタｰ制御で

デｰタ収納と表面との音響的連絡方式をもつ.海底へ

の配備は最高1年聞である.

(3)その他

a)ハワイとマンガン団塊産業

�睡�慮�慮条��������特��楣�

STE朋EN-HAssA亘DandEugeneM.GRAB醐(ノ･ワイ

州企画経済開発部)

高品位マンガン団塊分布域の近くに位置するノ･ワイ州

においてマンガン団塊産業を確立する経済的実現可能

性社会経済的影響および環境的影響を検討するプロジ

ェクトの結果が発表された.

6年間にわたる海洋法会議は海底採鉱に関する限り

より悪い結果としてエベンソン草案をもたらした.

これは受入れることができ粗いものであり発展途上国

の言い泣りになっている国連の決定には従えないとの発

言があった.

a)深海採鉱と陸上選鉱･精錬の環境的側面

�癩�����獰散瑳潦�数�慍楮楮条�

�獨���捥�楮本副�牴������来

���潦�眩

(3)国際海洋研究10年計画小会議44番

���瑩潮�����晏捥慮�牡�楣���慴楯�

���

a)深海鉄マンガン団塊の形成を規制する過程の現住蟹測定

の自由移動体計測装鱈

��������畭��瑩潮景牴���楴畍��

surementofProcesscontro11ingtheFormat旦｡nof

�数��敲��湧慮�敎潤由������

�捲����楴畴楯湯晏捥慮�牡��

6,000mまでの深海底の底層水一堆積物界面における

現位置での流体の化学性の測定実験を行うため設計され

た着底装置(BttOmLander)で計画段階のものであ

る･これはIDOEマンガン団塊計画(MANOP)が海

底状況の具体的デｰタの獲得を重視することに関係する

5.あとがき

今回の3年ぶりの米国本土訪問は3つの会議出席と

米国地質調査所本部の視察など実にあわただしい日程で

あった.しかしその間に米国の海洋開発や海洋地質研

究の現状をかいまみることができ大いに参考となった.

とくに前述したような米国の海洋研究分野や海洋産業

などの幅の広さ層の厚さはあらためて認識させられたが

さらにわれわれの対応機関である米国地質調査所の海洋

地質部門が人員にして総計では400名以上にも3年

前に比較して倍増するなどその活動が拡大しているの

には圧倒される印象を受けた.これはエネルギｰ危機

以後連邦政府カミエネノレギｰと資源部門に重点を置いて

いることの反映である.従来海底地質専門部会の活

動はとかく停滞しがちであったがこのような米国側の

現状をみるにつけ地味ではあってもその協力を継続さ

晋着実准ものとしていく必要性を痛感した.

おわりに今回の出張では科学技術庁･工業技術院･地質調査

所および米国地質調査所の関係者の方々にお世話になった.

とくに米国地質調査所の米国側部会長のParkeD.SNムv肌Y

氏には米国滞在中大変お世話になり日本側元部会長の礒見博

次長には出張に対するご配慮をいただき科学技術庁の島困仁

海洋開発課長にはMRECCの出席報告を引用させていただき

公審資源研究所の広田豊彦資源第4部長にはロサンゼルスでの

2つの会議の写真を提供していただきそして滞米中の地質調

査所の三村弘二･衣笠善博･伊藤久男の各氏には一方匁らぬご

協力をいただいた.これらの方々に厚くお礼申し上げる.�


